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1．は じ め に

記者クラブの研究にはすでに数多くの蓄積があり，その特権性が明らかにさ

れている。とりわけ情報源との癒着を危惧する論考はあとを絶たない。古くは

1911年，総合雑誌『新公論』に掲載された鉄如意禅「新聞記者去勢術」が，

記者への便宜供与と情報源への隷属を問題としている。また，歴史研究では山

本武利『新聞記者の誕生』が，記者クラブ批判を交えながら戦前の形成過程を

描いており（山本武利 1990），佐々木隆『メディアと権力』は，戦時下にお

ける横並びの体制を情報カルテルと位置づけてきた（佐々木隆 1999）。新井

直之は『ジャーナリズム』において，戦前，経営者に対する記者クラブの独立

性を強調し，情報公開を迫る機能を担っていたと指摘する（新井直之

1979）。鈴木和枝「記者クラブ発達史」でも「1890年の誕生から現代にかけ

て，取材源と記者クラブとの関係は，対立から統制，協調へと変わってきた」

と記される（鈴木和枝 1988 : 233）。戦前の独立性と戦時下の統制を対比す

る視点は，すでに藤井継男が「記者クラブの歴史」に示していた（藤井継男

1968）。

企業化された新聞社との関連では，有山輝雄が 1918年の霞倶楽部事件を題

材に記者クラブの自立性を問うている。記者クラブが外務大臣と対立しても，

経営者，編集幹部は現場の記者を応援しなかったという。これは記者による政

治運動が，新聞企業化の進行により狭められる過程と軌を一にする（有山輝雄

―７１ ―



1995）。さらに森暢平は「昭和戦前期の記者倶楽部」において，編集幹部が

組織する廿一日会が 31年に記者クラブ改革を提唱し，自治権を主張する現場

と対立する過程を詳細に跡づけている（森暢平 2006）。また，「戦時期の記者

倶楽部再編」においては，従来の研究が統制を「軍部・官僚」「新聞資本」の

二項対立に単純化していると批判し，段階的に進行する記者クラブ再編を新た

な視点で描き出している（森暢平 2007）。

いずれも政府との対立，労働運動や統制といった事件を中心に記者クラブを

捉えてきた。問題の発生が組織の特徴を明るみにするからである。とはいえ，

突出した事例では扱いにくい領域もある。記者クラブにおける新聞社の勢力，

結びつき，省庁における盛衰，その時代による変遷である。本稿では 1920年

代から 30年代にかけ，記者クラブを数量的に分析することで，事件史では描

ききれない全体像を明らかにする。

1920年代から 30年代は戦間期にあたり，工業が発達して農村から都市へ人

口が流入し，経済生活は向上，大衆は政治参加を成し遂げた。娯楽として映画

やレコードが普及し，講談社の雑誌『キング』が 100万部を達成するなど出版

界も盛況であり，25年に東京放送局が開局して新たにラジオが登場する。新

聞社も部数を拡大させ企業化を推し進めた。23年の関東大震災をきっかけに

販売競争が激化し，東京朝日新聞社と東京日日新聞社は国民新聞社，時事新報

社，報知新聞社を大きく引き離した。また，読売新聞社が正力松太郎を社長に

迎えしだいに勢力を伸ばし始めた。31年に満州事変が勃発すると部数はさら

に拡大する。一方，陸軍，海軍，外務省による非公式の情報委員会が発足し，

情報の統制が意識され始め，36年には，同盟通信社が初の国家代表通信社と

して成立する。メディアの消費が進み，新聞社の規模は拡大，政府は情報統制

を模索し始めた。このような変化のなか，記者クラブが 20年代から 30年代に

かけ，まったく同じであったとは考えにくい。戦間期において，いかなる規模

と構造を有していたのか。30年代における記者クラブ改革の背景や，40年代

における整理統合の前提を明らかにする上で，時系列による変化と構造を把握

することが必要である。
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2．資 料

資料に『日本新聞年鑑』所収「新聞関係諸機関一覧」を用いる。これは東

京，大阪における記者クラブ，日本新聞協会，春秋会，廿一日会など，組織の

名称，目的，沿革，所在地，会員名をまとめた表である。新聞通信社のほか出

版，書籍商，印刷業についても記述がある。このうち対象とするのは，「大正

十四年版」（1925年 8月発行）から「昭和十四年版」（1938年 12月発行）であ

る。以下，「大正十四年版」は 1925年版，「昭和十四年版」は 1938年版と発行

年に対応する西暦で表記したい。『日本新聞年鑑』は 24年版から 40年版まで

発行されている。24年版は記者クラブの記載がなく，また，39年版，40年版

は海軍省記者倶楽部に会員名が記載されていなかった。それゆえ，これら 3冊

は分析から除外している。

また，記者クラブの範囲について，本稿では省の記者クラブに限定する。政

党や市政，庁，競馬，航空，角力など，種類の異なる記者クラブによる影響を

避け，時系列での比較を容易にするためである。たとえば，警視庁は内務省の

管轄であるが，これは東京府を対象とした地方官庁である。警視庁の記者クラ

ブである日比谷記者会を分析対象とすれば，内務省のみ下部組織を含めること

になる。あるいは，憲兵司令部の担当記者クラブは茜倶楽部であるが，陸軍省

の下部組織と見なすかどうか判断は難しい。そのほか，東京ラヂオ記者倶楽部

や東京美術記者連盟など放送や美術，あるいはスポーツ，広告など多様な団体

のうち，どこまでを範囲とするのかについて明確な基準があるわけではない。

省の記者クラブに範囲を定めた理由は，一貫して記載があり，設置された機関

が同等であることによる。

ここで対象とする記者クラブを表 1に示しておこう。25年版は記載されて

いる記者クラブ数が少なく，分析において注意が必要である。20年代前半か

ら 30年代は記者クラブ数に大きな変化が見られず，比較的安定していると言

えよう。30年代後半は 1年に 2クラブの増加がある。記者クラブの設置は，
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省の新設による場合と記者クラブの分裂による場合がある。

なお，資料にはいくつか問題点が含まれる。1931年版から 35年版の 5冊

は，一部に新聞通信社名の記載がなく，表 4, 5, 6の分析で用いることができ

なかった。また，新聞通信社名は略称で表記されるため，28年版「都通」と 32

年版「東都通信」，および 30, 31年版「内政」と 32, 33年版「内務」が同一か

どうか不明のため分けて集計した。『大阪朝日新聞』と『東京朝日新聞』など

表 1 対象とする記者クラブ

1925 1926 1927 1928 1929

永田倶楽部
内閣記者会
坂下倶楽部
霞倶楽部
外政会
竹橋倶楽部
一橋会
文部記者会
采女倶楽部
瑞穂倶楽部
内政研究会
内華倶楽部
逓信記者倶楽部
財政会
鉄道研究会
木曜会
辛酉倶楽部
黒潮会

永田倶楽部
内閣記者会
外政会
霞倶楽部
坂下倶楽部
黒潮会
辛酉倶楽部
内務記者会
内政研究会
内華倶楽部
文部記者会
一橋会
竹橋倶楽部
財政会
瑞穂倶楽部
産業研究会
産林倶楽部
鉄道記者会
日本鉄道記者会
鉄道倶楽部
木曜会
鉄道専攻会
鉄道記者同志会
鉄道研究会
逓信記者倶楽部
三角会
采女倶楽部
商工記者会
商工研究会

永田倶楽部
内閣記者会
外政会
霞倶楽部
坂下倶楽部
黒潮会
辛酉倶楽部
内務記者会
内政研究会
内華倶楽部
大手記者会
文部記者会
一橋会
竹橋倶楽部
財政会
財政倶楽部
大手倶楽部
瑞穂倶楽部
産業研究会
産林倶楽部
鉄道記者倶楽部
中央鉄道記者会
日本鉄道記者会
鉄道記者同志会
鉄道研究会
鉄道専攻会
木曜会
法政研究会
逓通記者倶楽部
三角会
采女倶楽部
商工研究会

永田倶楽部
内閣記者会
外政会
霞倶楽部
坂下倶楽部
黒潮会
辛酉倶楽部
内務記者会
内政研究会
北辰倶楽部
大手記者会
文部記者会
竹橋倶楽部
一橋会
財政会
財政倶楽部
大手倶楽部
農政倶楽部
農林記者会
瑞穂倶楽部
鉄道記者倶楽部
鉄道研究会
交通記者会
鉄道記者同志会
中央鉄道記者会
鉄道倶楽部
日本鉄道記者会
法政研究会
逓信記者倶楽部
三角会
采女会
商工研究会

永田倶楽部
拓務研究会
内閣記者会
外政会
霞倶楽部
坂下倶楽部
黒潮会
辛酉倶楽部
内務記者会
内政研究会
北辰倶楽部
大手記者会
文部記者会
竹橋倶楽部
一橋会
財政倶楽部
大手倶楽部
農政倶楽部
農林記者会
瑞穂倶楽部
鉄道記者倶楽部
鉄道研究会
交通記者会
鉄道記者同志会
中央鉄道記者会
鉄道倶楽部
日本鉄道記者会
法政研究会
逓信記者倶楽部
三角会
采女会
商工研究会
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経営が同じで東西にある場合は東京紙に統一し，そのほか『夕刊大阪新聞』は

『日本工業新聞』，『日刊ラヂオ新聞』は『東京毎夕新聞』に数えている。「会

友」「客員」「特別会員」は分析から除外した。このような範囲の制約や記載上

の問題を念頭におきつつ，以下に考察を進めたい。

1930 1931 1932 1933 1934

永田倶楽部
内閣記者会
霞倶楽部
外政会
坂下倶楽部
黒潮会
辛酉倶楽部
内務記者会
内政研究会
北辰倶楽部
大手記者会
内革倶楽部
一橋会
竹橋倶楽部
文部記者会
大手クラブ
財政倶楽部
農政記者会
瑞穂倶楽部
交通記者会
鉄道記者会
日本鉄道記者会
鉄道記者同志会
鉄道研究会
法政研究会
逓信記者倶楽部
逓信記者会
采女会
商工研究会
拓務研究会

永田倶楽部
内閣記者会
霞倶楽部
坂下倶楽部
黒潮会
辛酉倶楽部
内務記者会
内政研究会
北辰倶楽部
大手記者会
内革倶楽部
一橋会
竹橋倶楽部
文部記者会
大手倶楽部
財政倶楽部
農政記者会
瑞穂倶楽部
産業研究会
交通記者会
鉄道記者会
鉄道研究会
鉄道記者同志会
法政研究会
逓信記者倶楽部
逓信記者会
采女会
商工研究会
拓務倶楽部

永田倶楽部
内閣記者会
霞倶楽部
宮内記者会
黒潮会
陸軍省記者倶楽部
内政研究会
内務記者会
北辰倶楽部
大手記者会
内華倶楽部
一橋会
竹橋倶楽部
文部記者会
大手倶楽部
財政研究会
財政倶楽部
農政記者会
瑞穂倶楽部
産業研究会
采女会
商工研究会
商工記者会
交通記者会
鉄道記者会
鉄道省記者倶楽部
鉄道研究会
鉄道記者同志会
鉄道記者倶楽部
法政研究会
逓信記者倶楽部
逓信記者会
拓務倶楽部

永田倶楽部
内閣記者会
霞倶楽部
宮内記者会
黒潮会
陸軍省記者倶楽部
内政研究会
内務記者会
北辰倶楽部
大手記者会
内華倶楽部
一橋会
竹橋倶楽部
文部記者会
財政研究会
財政倶楽部
農政記者会
瑞穂倶楽部
産業研究会
采女会
商工研究会
商工記者会
交通記者会
鉄道記者会
鉄道省記者倶楽部
鉄道研究会
鉄道記者同志会
鉄道記者倶楽部
法政研究会
逓信記者倶楽部
逓信記者会
拓務倶楽部

永田倶楽部
内閣記者会
霞倶楽部
宮内記者会
黒潮会
陸軍省記者倶楽部
内政研究会
内務記者会
北辰倶楽部
大手記者会
内華倶楽部
一橋会
竹橋倶楽部
文部記者会
財政研究会
財政倶楽部
農政記者会
瑞穂倶楽部
産業研究会
采女会
商工研究会
商工記者会
交通記者会
鉄道記者会
鉄道省記者倶楽部
鉄道研究会
鉄道記者同志会
鉄道記者倶楽部
法政研究会
逓信記者倶楽部
逓信記者会
拓務倶楽部
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1935 1936 1937 1938

永田倶楽部
内閣記者会
霞倶楽部
宮内記者会
黒潮会
陸軍省記者倶楽部
内政研究会
内務記者会
北辰倶楽部
大手記者会
内華倶楽部
一橋会
竹橋倶楽部
文部記者会
財政研究会
財政倶楽部
農政記者会
瑞穂倶楽部
産業研究会
采女会
商工研究会
商工記者会
交通記者会
鉄道記者会
鉄道省記者倶楽部
鉄道研究会
交通研究会
鉄道一新会
国鉄倶楽部
鉄道記者倶楽部
法政研究会
逓信記者倶楽部
逓信記者会
拓務倶楽部

永田倶楽部
内閣記者会
首相官邸記者会
霞倶楽部
宮内記者会
黒潮会
陸軍省記者倶楽部
内政研究会
内務記者会
北辰倶楽部
大手記者会
内華倶楽部
一橋会
竹橋倶楽部
文部記者会
財政研究会
財政倶楽部
農政記者会
瑞穂倶楽部
産業研究会
采女会
商工研究会
商工記者会
交通記者会
鉄道記者会
鉄道省記者倶楽部
鉄道研究会
交通研究会
鉄道一新会
国鉄倶楽部
鉄道記者倶楽部
法政研究会
逓信記者倶楽部
逓信記者会
拓務倶楽部
拓務研究会

永田倶楽部
内閣記者会
首相官邸記者会
霞倶楽部
宮内記者会
陸軍省記者倶楽部
黒潮会
内政研究会
内務記者会
北辰倶楽部
大手記者会
内華倶楽部
一橋会
竹橋倶楽部
文部記者会
財政研究会
財政倶楽部
農政記者会
瑞穂倶楽部
産業研究会
采女会
商工研究会
商工記者会
交通記者会
鉄道記者会
鉄道省記者倶楽部
鉄道研究会
交通研究会
鉄道一新会
国鉄倶楽部
鉄道記者倶楽部
東京鉄道記者会
日本鉄道記者会
法政研究会
逓信記者倶楽部
逓信記者会
拓務倶楽部
拓務研究会

永田倶楽部
内閣記者会
首相官邸記者会
宮内記者会
陸軍省記者倶楽部
黒潮会
霞倶楽部
拓務倶楽部
拓務研究会
内政研究会
内務記者会
北辰倶楽部
大手記者会
内華倶楽部
厚生倶楽部
厚生記者会
一橋会
竹橋倶楽部
文部記者会
財政研究会
財政倶楽部
采女会
商工研究会
商工記者会
農政記者会
瑞穂倶楽部
産業研究会
常盤倶楽部
逓信記者倶楽部
逓信記者会
鉄道第一記者会
鉄道省記者倶楽部
鉄道記者会
鉄道研究会
交通研究会
国鉄倶楽部
鉄道記者倶楽部
東京鉄道記者会
日本鉄道記者会
法政研究会
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3．拡大する記者クラブ

3−1 加盟社の多様性

1925年版から 38年版にかけ，新聞通信社は 162社登場する。まず，登場回

数の分布を表 2に見てみよう。すべての版に記載のある新聞通信社は 36社で

全体の 22.2％を占めている（1）。加えて 10年以上，加盟し続けた新聞通信社は

50社（30.9％）を数える。一方，1回のみで消えてしまった新聞通信社が 26

社あり，2回まで含めると 52社（32.0％）にのぼる。つまり，1920年代後半

から 30年代にかけ，継続して取材活動を展開できた新聞通信社は約 30％のみ

であり，残り 70％は 10年未満のうちに移り変わったと言える。しかも，1, 2

回で姿を消した新聞通信社は約 30％を占める。

また，中央紙のみで占められていたわけではなく，表からは読み取れない

が，新愛知社が 14回，北海タイムス社が 13回登場しており，福岡日日新聞社

は 32年版より，河北新報社は 34年版より記載がある。これら 4社は 1931年

7月，中央紙に対抗するため規約を結び，日本新聞連盟を結成した有力地方紙

表 3 加盟社数

社数

1925
1926
1927
1928
1929
1930
1931
1932
1933
1934
1935
1936
1937
1938

54
58
56
59
71
74
71
77
77
86
93
99

113
113

表 4 登録記者数

記者数

1925
1926
1927
1928
1929
1930
…

1936
1937
1938

352
449
493
505
516
516
…

779
893
983

注：延べ人数。

表 2 加盟社の登場回数

登場回数 社数 ％

14
13
12
11
10

9
8
7
6
5
4
3
2
1

36
8
2
4
7
5
2
5
6

15
10
10
26
26

22.2
4.9
1.2
2.5
4.3
3.1
1.2
3.1
3.7
9.3
6.2
6.2

16.0
16.0

計 162 100.0
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である。

加えて，表 3を見ればわかるように，この 13年間で記者クラブの加盟社は

増え続けている。当初，1925年版で 54社であった新聞通信社は，29年版で 71

社，34年版で 86社と大幅に増え，37年版では 113社となり倍の規模に成長し

ている。つまり，加盟社は盛衰により入れ替わったのではなく，取材拠点を 10

年以上保ち続けた 50社に，新たな加盟社が追加される過程であったと言えよ

う。戦前の記者クラブの多様性についてはすでに指摘されているが（森暢平

2006），その推移は明らかではなかった。満州事変以後，「昭和の動乱」に入っ

ても，記者クラブへの新規参入は衰えを見せず，むしろ勢いを増している。わ

ずか 13年のうちに，記者クラブの多様性は急速に変化したのである。

3−2 人的資源の寡占

では，記者クラブに投入される記者数はどれほどであったのか。表 4は登録

記者数を示したものである。同一名で複数に所属する記者もいるため，延べ人

数を用いている。加盟社同様，記者数も年を追うごとに増加していることがわ

かる。当初，1925年版で 352人であった延べ記者数は，5年後の 30年版で約

1.5倍の 516人となる。さらに 36年版では 30年版より 263人も増えて 779人

となり，その後も毎年 100人ほど追加され 38年版では 983人に達している。

とはいえ，この結果を加盟社の新規参入にのみ帰することはできない。表 5

は新聞通信社別に見た登録者数上位 10社である。これによると，1920年代後

半，東京日日新聞社，東京朝日新聞社，時事新報社が一貫して上位 3社を占め

ていることがわかる。報知新聞社，国民新聞社，日本電報通信社がそれに続

き，中外商業新報社と都新聞社はおおよそ 6位以下となっている。また，帝国

通信社が 28年まで登場するが，その後は新聞連合社に取って代わられ，1930

年代後半に，日本電報通信社と新聞連合社を母体とした同盟通信社が登場す

る。東京日日新聞社に合併された時事新報社は 37年版で姿を消している。

関東大震災以後，『東京朝日新聞』『東京日日新聞』の勢力拡大が顕著とな

り，かつて五大紙と称された『時事新報』『報知新聞』『国民新聞』との差が開
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いた（佐々木隆 1999）。この傾向は取材体制においても生じることを，表 5

により確認できるだろう。また，大衆文化を取り入れ他紙との差別化を図った

『読売新聞』が，31年版に「併読紙から主力紙への華々しい躍進の今は途中に

ある」（新聞研究所編 1931 : 3）と記され，33年版で「広告行数が今年来，

表 5 記者クラブへの登録者数

1925 1926 1927

社名 記者数 ％ 累積％ 社名 記者数 ％ 累積％ 社名 記者数 ％ 累積％

東日
東朝
時事
中外
国民
報知
やまと
読売
帝通
都

32
27
24
17
16
15
15
15
14
14

9.1
7.7
6.8
4.8
4.5
4.3
4.3
4.3
4.0
4.0

9.1
16.8
23.6
28.4
33.0
37.2
41.5
45.7
49.7
53.7

東日
時事
東朝
電通
報知
国民
都
読売
中外
帝通

39
31
28
22
20
19
19
17
16
16

8.7
6.9
6.2
4.9
4.5
4.2
4.2
3.8
3.6
3.6

8.7
15.6
21.8
26.7
31.2
35.4
39.6
43.4
47.0
50.6

東日
東朝
時事
報知
電通
国民
中外
都
読売
帝通

42
38
34
26
23
20
20
20
17
16

8.5
7.7
6.9
5.3
4.7
4.1
4.1
4.1
3.4
3.2

8.5
16.2
23.1
28.4
33.1
37.1
41.2
45.2
48.7
51.9

1928 1929 1930

東朝
東日
時事
報知
電通
国民
中外
新連
帝通
都

47
45
36
26
24
23
22
19
18
17

9.3
8.9
7.1
5.1
4.8
4.6
4.4
3.8
3.6
3.4

9.3
18.2
25.3
30.5
35.2
39.8
44.2
47.9
51.5
54.9

東朝
東日
時事
報知
国民
新連
電通
中外
都
読売

46
43
32
31
22
22
22
21
19
19

8.9
8.3
6.2
6.0
4.3
4.3
4.3
4.1
3.7
3.7

8.9
17.2
23.4
29.5
33.7
38.0
42.2
46.3
50.0
53.7

東朝
東日
報知
時事
国民
電通
新連
読売
中外
都

50
50
29
28
24
24
23
23
21
17

9.7
9.7
5.6
5.4
4.7
4.7
4.5
4.5
4.1
3.3

9.7
19.4
25.0
30.4
35.1
39.7
44.2
48.6
52.7
56.0

1936 1937 1938

東日
東朝
同盟
読売
報知
中外
時事
都

日刊工業
毎夕

96
80
62
50
46
36
35
30
13
13

12.3
10.3

8.0
6.4
5.9
4.6
4.5
3.9
1.7
1.7

12.3
22.6
30.6
37.0
42.9
47.5
52.0
55.8
57.5
59.2

東日
東朝
読売
同盟
報知
中外
都
毎夕

日刊工業
日本工業

107
93
79
71
56
41
39
17
16
15

12.0
10.4

8.8
8.0
6.3
4.6
4.4
1.9
1.8
1.7

12.0
22.4
31.2
39.2
45.5
50.1
54.4
56.3
58.1
59.8

東日
東朝
読売
同盟
報知
都
中外
福日

日刊工業
日本工業

118
103

96
85
58
50
45
18
17
17

12.0
10.5

9.8
8.6
5.9
5.1
4.6
1.8
1.7
1.7

12.0
22.5
32.2
40.9
46.8
51.9
56.5
58.3
60.0
61.7

注：延べ人数。
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大阪系四紙と高位を争ひ，屡々大毎，東朝を破つた」とあるように（新聞研究

所編 1933 : 2），30年代後半に省レベルの記者クラブへ多数の人材を投入で

きるようになったことも明らかである。

さらに全体を眺めれば，東京日日新聞社と東京朝日新聞社の比率が，1930

年代後半に 10％を超えている。つまり，この 2社だけで全体の 20％強を占め

るようになった。のみならず，全体の累積比率も年を追うごとに上昇してい

る。20年代後半においても，上位 10社で登録記者数のほぼ半数を占めている

が，36年版では，7位の時事新報社ですでに全体の 50％を超えており，38年

版においては上位 10社で 60％を超える。つまり，大手の新聞通信社は投入す

る記者数をますます増加させ，寡占化を進行させたのである。

3−3 取材拠点の需要

さて，省別に見た場合，登録記者数の分布にはいかなる特徴があるだろう。

表 6によって，相対的にではあるが，戦前の新聞記者が重視した省の位置づけ

表 6 省別に見た記者の配置 （％）

首相官邸 外務省 宮内省 陸軍省 海軍省 内務省 文部省 大蔵省

1925
1926
1927
1928
1929
1930
……
1936
1937
1938

13.1
12.0
10.8

6.9
12.0
13.4
……
13.7
13.0
12.6

13.4
9.8
7.9
9.3
7.2
7.6
……

9.5
8.1
7.3

8.2
6.5
6.1
5.9
5.6
5.2
……

3.2
2.7
2.1

11.1
6.9
5.3
7.3
7.2
6.0
……

8.2
11.6
10.6

9.7
7.6
6.3
6.7
6.0
6.2
……

4.7
6.9
6.3

8.0
8.5

10.5
12.3
12.8
14.3
……
11.3
10.0

9.4

11.1
7.6
7.9
7.9
7.9
7.4
……

5.0
4.3
4.0

5.7
5.8

10.1
10.5

6.4
5.8
……

7.4
7.8
7.1

農林省 商工省 鉄道省 逓信省 法政省 拓務省 厚生省 計

1925
1926
1927
1928
1929
1930
……
1936
1937
1938

3.1
7.6
6.9
5.7
5.4
5.6
……
10.3

8.2
7.4

4.3
8.2
5.9
4.6
4.1
4.5
……

7.8
8.4

10.0

6.5
12.5
12.0
12.5
12.4
12.8
……
10.5
12.0
12.7

6.0
7.1
7.5
7.5
7.0
6.2
……

3.0
2.6
2.3

2.8
2.8
2.5
2.1
……

1.3
1.3
1.1

3.5
2.9
……

4.0
3.1
3.0

……

4.1

100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
……
100.0
100.0
100.0
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を示すことができる。まず，首相官邸と鉄道省がほぼ一貫して 10％を超える

登録をもつ。首相官邸は 1930年版まで永田倶楽部，内閣記者会が担当し，36

年版から首相官邸記者会が新たに加わる。一方，鉄道省における記者クラブは

延べ 17, 38年版では 10の記者クラブが登場する。9年すべてに登場するのは

鉄道研究会のみであり，移り変わりが激しい。また，陸軍省と海軍省の違いは

1930年代後半に顕著であり，登録数の割合は陸軍省に偏りがある。ほかに，

全体の推移で宮内省，文部省，逓信省などが 30年代後半に割合を低下させ，

逆に農林省や商工省に記者が集まっていくことがわかる。ニュースの需要がい

ずれに生じていたのか，間接的に示唆するものと考えることができる。あるい

は，取材の必要性とは関係なく行政と記者の癒着を表すという，うがった見方

も否定できないだろう。

4．記者クラブを介した新聞通信社のネットワーク

4−1 ネットワーク密度

次に本章では，記者クラブを介した新聞通信社の結びつきに目を向ける。表

7は 1925年版から霞倶楽部，采女倶楽部，逓信記者倶楽部，鉄道研究会を抜

き出したものである。これを例に手順を説明しよう。表 7−1では資料から得

られた情報をそのまま記載している。たとえば，1925年版の霞倶楽部には日

本電報通信社，二六新報社が参加している。采女倶楽部には東京日日新聞社し

か参加していない。逓信記者倶楽部には日本電報通信社と東京日日新聞社，鉄

道研究会では独立通信社と二六新報社が参加している。同じ記者クラブに参加

する新聞通信社には情報をやりとりする可能性が生じる。つまり，記者クラブ

を介して何らかの関係が生じていると見なすことができる。

表 7−2はその関係をまとめたものである。日本電報通信社は霞倶楽部を介

して二六新報社と関係があるため 1を入れてある。同様に，逓信記者倶楽部を

介して東京日日新聞社と関係を構築しているため，ここでも 1を入れている。

しかし，日本電報通信社が独立通信社と共有する記者クラブはない。したがっ
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電通

独立

二六

東日

て，空欄である。図 1 は表 7−2 を視覚

的に表しており，関係のある新聞通信社

が線で結ばれている。このように，記者

クラブへの参加という情報を用い，新聞

通信社間の関係を表現することができ

る（2）。

この関係を各社における結びつきと見

なし，それが織りなす関係をネットワー

クとして捉える。以下，結びつきは紐帯とも表記する。とはいえ，ネットワー

クの解釈には十分な注意が必要である。まず，「新聞関係諸機関一覧」は活動

の実態を反映したものではない。新聞通信社の登録の有無が記載されているだ

けである。また，同じ記者クラブを共有することが，直ちに情報のやりとりを

意味するのではない。情報経路は存在しても使われたかどうかは不明である。

さて，新聞通信社の取材ネットワークを全体像から把握しよう。用いる指標

はネットワーク密度である。実際の紐帯数を理論上可能な紐帯数，つまり，す

表 7−1 記者クラブと新聞通信社の関係

霞倶楽部 采女倶楽部 逓信記者倶楽部 鉄道研究会

日本電報通信社 1 1

東京日日新聞社 1 1

独立通信社 1

二六新報社 1 1

注：記者クラブに登録があれば 1，なければ空欄とする。

表 7−2 記者クラブを介した新聞通信社の関係

日本電報通信社 東京日日新聞社 独立通信社 二六新報社

日本電報通信社 1 1

東京日日新聞社 1

独立通信社 1

二六新報社 1 1

注：記者クラブを共有すれば 1，しなければ空欄とする。

図 1
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A社

C社

D社

B社

べての社と結びつきがあると仮定した場合の紐帯数で割って算出する。図 2の

ように 4社の関係を扱う場合，理論上可能な紐帯数は 6である。実際の紐帯数

は 4なので，ネットワーク密度は 0.67となる。また，各社がもつ紐帯の数を

次数と呼ぶ。A 社は 2本の紐帯をもつので次数は 2である。次数のばらつき

を調べることで，各社のもつ関係性が均一であるのか，差が大きいのかを明ら

かにできる。つまり，これは新聞通信社間の関係がどれほど密接に結びついて

いるのかを示すものとして解釈することもできる。

表 8は記者クラブを介した新聞通信社間のネットワーク密度である。1920

年代後半にあった密接な関係は，29年版 0.51で低下したあと 30年代前半にか

けて維持され，30年代後半に入りさらに失われていく。一方で，次数のばら

つきを示す標準偏差の推移は，25年版の 12.0から 38年版の 24.0へと広がっ

ており，各社のもつ関係性は年々多様化していったことがわかる。つまり，は

じめは各社が互いにつながりをもち，紐帯の数も似たようなものであったが，

しだいにその密度は低下していき，紐帯の数も各社によってばらつきが生じて

きたと言えよう。この現象は前章に見た新たな加盟社の増加に多くを負ってい

るだろう。とはいえ，既存の新聞通信社も偏りなく他社と関係を作り上げてき

表 8 記者クラブを介した新聞通信社
間の密度と多様性

密度 次数の標準偏差

1925
1926
1927
1928
1929
1930
1931
1932
1933
1934
1935
1936
1937
1938

0.74
0.63
0.63
0.60
0.51
0.50
0.61
0.51
0.52
0.52
0.53
0.44
0.38
0.38

12.0
14.4
13.4
14.5
16.9
17.3
16.0
17.5
17.9
18.9
21.1
22.1
23.3
24.0

図 2
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たわけではない。次に各社のもつ次数に焦点を合わせてみる。

4−2 紐帯を数多くもつ新聞社

先に見た図 2を例にとれば，C 社は A 社，B 社，D 社と紐帯をもち 4社の

なかで最も次数が多い。言い換えれば，C 社は多様な情報を手に入れる機会に

恵まれていると考えることもできる。ただし，次数はネットワークの規模に左

右される。もし E 社や F 社が加盟すれば，最大 5まで次数が増やせるからで

ある。したがって，時系列の比較においては，各社のもつ次数を最大可能な次

数で割った指数を用いることにする。

表 9は次数が多い新聞社上位 10社を示す。まず，もっとも長くこの構造を保

つのは東京毎夕新聞社である。1927年版から 37年版までほぼ上位 10社に位

置している。東京夕刊新報社も 28年版から登場し，33年版で表から漏れるが

20位以内を維持し，36年版で 5位に返り咲いている。夕刊 2紙は他社との多様

な接触の可能性という構造を，比較的長期にわたり維持していたと言えよう。

次に注目すべきは二六新報社である。1925年版から 33年版まで上位を占め

ている。表 9には現れないが，その後も 38年版まで 20位以内を維持し続け

た。他方，『萬朝報』の朝報社は 20年代後半まで姿が見えるものの，32年版

で 20位圏内から脱落し，37年版の次数 36, 38年版の次数 20とネットワーク

に占める位置は損なわれてしまう。ほかに，やまと新聞社も健闘した部類に入

る。28, 31, 32年版に次数を低下させ振幅が激しいが，やはり長期にわたって

数多くの他社と紐帯をもつ構造を維持してきたと見てよい。

通信社では，関東大震災で被害を受け衰退したとされる自由通信社が，意外

にも一貫して重要な位置を占める。1930年版で 25位となるが，ほぼ 20位以

内にとどまり続け，とりわけ 30年代後半において他社との接触を確実にして

いる。また，日本通信社も 30年代前半に数多くの結びつきを形成し注目に値

する。30年代後半には独立通信社や内外通信社などが上位に入る。古くから

ある中小の通信社は，記者数では大手に劣るが，独自のネットワークを維持し

続けたのではないだろうか。
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一方，多数の登録記者数を擁する東京日日新聞社，東京朝日新聞社は，他社

との関係をどのように取り結んだのか。1925年版と 27年版の東京朝日新聞社

を除き，上位 10社に両社の姿は見られない。そこで，両社の推移を表した表

10を作成した。これによれば，31年版で指数が 0.80となっていること以外，

表 9 次数における上位 10社

1925 1926 1927 1928 1929

社名 次数指数 社名 次数指数 社名 次数指数 社名 次数指数 社名 次数指数

やまと
国民
中外
帝通
報知
東朝
二六
萬朝
都
読売

52
50
50
50
50
49
49
49
49
49

0.98
0.94
0.94
0.94
0.94
0.92
0.92
0.92
0.92
0.92

二六
帝通
萬朝
都
電通
やまと
読売
国民
自由通
報知

52
51
51
51
50
50
50
49
49
49

0.91
0.89
0.89
0.89
0.88
0.88
0.88
0.86
0.86
0.86

二六
都
国民
報知
毎夕
自由通
東朝
東方通
名古屋
日本通

51
48
47
47
47
46
46
46
46
46

0.93
0.87
0.85
0.85
0.85
0.84
0.84
0.84
0.84
0.84

二六
夕刊
国民
中央
毎夕
新愛知
名古屋
日本通
萬朝
新連

54
51
50
50
50
49
49
49
49
48

0.92
0.86
0.85
0.85
0.85
0.83
0.83
0.83
0.83
0.81

二六
萬朝
夕刊
新愛知
台日
日本
やまと
中央
新連
毎夕

66
62
62
61
57
57
57
56
55
55

0.93
0.87
0.87
0.86
0.80
0.80
0.80
0.79
0.77
0.77

1930 1931 1932 1933 1934

夕刊
読売
新連
毎夕
二六
新愛知
国民
電通
萬朝
都

62
60
59
59
58
57
56
56
56
56

0.85
0.82
0.81
0.81
0.79
0.78
0.77
0.77
0.77
0.77

都
日本通
新連
夕刊
二六
毎夕
読売
日本
報知
時事通

66
65
63
63
63
63
63
62
62
61

0.94
0.93
0.90
0.90
0.90
0.90
0.90
0.89
0.89
0.87

東毎
日本通
毎夕
夕刊
読売
二六
新連
時事通
日本
名古屋

66
65
65
64
63
62
61
60
60
59

0.87
0.86
0.86
0.84
0.83
0.82
0.80
0.79
0.79
0.78

毎夕
二六
読売
日本通
日本
やまと
時事通
毎夕通
自由通
中央

68
64
64
63
61
61
60
60
59
59

0.89
0.84
0.84
0.83
0.80
0.80
0.79
0.79
0.78
0.78

毎夕
読売
独立通
日本通
時事通
自由通
帝国
名古屋
朝野通
東毎

77
73
72
72
69
69
68
68
67
67

0.91
0.86
0.85
0.85
0.81
0.81
0.80
0.80
0.79
0.79

1935 1936 1937 1938

内外通
読売
独立通
自由通
時事通
日本通
東京通
やまと
朝野通
毎夕通

83
81
80
79
78
78
77
77
76
76

0.90
0.88
0.87
0.86
0.85
0.85
0.84
0.84
0.83
0.83

時事通
独立通
日本通
自由通
毎夕
帝国
内外通
名古屋
夕刊
日刊工

79
79
78
77
76
75
75
75
75
74

0.81
0.81
0.80
0.79
0.78
0.77
0.77
0.77
0.77
0.76

大勢
日本工
独立通
やまと
日刊工
夕刊
自由通
毎夕
内外通
台日

87
86
82
81
81
80
80
79
78
77

0.78
0.77
0.73
0.72
0.72
0.71
0.71
0.71
0.70
0.69

日本工
大勢
日刊工
夕刊
独立通
自由通
内外通
台日
名古屋
やまと

91
88
88
85
85
84
82
78
78
78

0.81
0.79
0.79
0.76
0.76
0.75
0.73
0.70
0.70
0.70

注：指数は次数を最大可能な次数で除した値。
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おおよそ 20年代後半に比べ 30年代前半は指

数が低く，30年代後半に入ると急速に数値

は低下してしまう。表からは読み取れない

が，38年版の順位を調べれば東京日日新聞

社は 52位，東京朝日新聞社は 60位となって

いる。多数の記者を抱えながらも，多様な他

社と結びつきをもたない体制であった。ま

た，読売新聞社は表 9において，30年代前

半まで上位 10社に顔を見せているが，36年

版で次数 60，指数 0.61の 28位に後退し，次

数 58の東京日日新聞社，次数 61の東京朝日

新聞社と似たような位置につけるようにな

る。

もっとも，全体としてみれば指数は年を追うごとに低下する。表 3に見たと

おり，ネットワークの規模は年々増加しており，1925年版のやまと新聞社の

ように指数 0.98というような，ほぼすべての新聞通信社と関係をもつこと

は，30年代後半には難しくなる。

このような次数の大きな新聞社は，記者クラブを介して多様な新聞通信社と

接触をもつ可能性がある。とはいえ，ネットワークに占める位置が取材におい

て有利に働いたのかどうか，まして，それが紙面に反映されたのかどうかまで

本稿で検証することはできない。ただし，『萬朝報』のように，長期にわたり

次数を維持できなかった新聞通信社もあることから，表 9は中小のなかでも取

材網を相対的に維持できた新聞通信社と呼ぶことはできよう。あるいは，現場

記者に対する管理が徹底していなかったとも考えられる。東京日日新聞社や東

京朝日新聞社は，多数の記者を擁するにもかかわらず，他社と多くの接触を保

つ体制になかった。特定の記者クラブに人材を集中できるとすれば，新聞社幹

部にとって現場の統制は容易となるからである。

表 10 東朝と東日の次数

東朝 東日

次数 指数 次数 指数

1925
1926
1927
1928
1929
1930
1931
1932
1933
1934
1935
1936
1937
1938

49
45
46
48
48
52
56
54
48
57
60
61
46
43

0.92
0.79
0.84
0.81
0.68
0.71
0.80
0.71
0.63
0.67
0.65
0.62
0.41
0.38

43
42
41
42
43
48
58
51
49
54
59
58
57
48

0.81
0.74
0.75
0.71
0.61
0.66
0.83
0.67
0.64
0.64
0.64
0.59
0.51
0.43
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愛国

国民小樽

1

1

2

4−3 記者クラブの共有

ここまで紐帯が存在するか否かで結びつきを考えてきた。当然のことなが

ら，上記の数値に強度は含まれていない。そこで最後に，紐帯の強度を示すも

のとして，共有する記者クラブの数を用いたい。表 11を例に手順を説明しよ

う。まず，表 11−1は 1925年版から一部の関係を抜き出したものである。新

聞社 3つと記者クラブ 2つの関係を表している。すべての新聞社は永田倶楽部

を介して関係をもつ。したがって，表 11−2で自社を除くすべての関係に 1が

入っている。ここまで前節の表 7に同様である。しかし，表 11−1では愛国通

信社と国民新聞社が坂下倶楽部においても関係をもつ。つまり，記者クラブを

表 11−2 記者クラブを介した新聞通信社の関係

愛国通信社 小樽新聞社 国民新聞社

愛国通信社 1 1

小樽新聞社 1 1

国民新聞社 1 1

注：記者クラブを共有すれば 1，しなければ空欄とする。

表 11−3 記者クラブを介した新聞通信社の関係（重みつき）

愛国通信社 小樽新聞社 国民新聞社

愛国通信社 1 2

小樽新聞社 1 1

国民新聞社 2 1

注：記者クラブを共有すれば共有数，しなければ空欄とする。

表 11−1 記者クラブと新聞通信社の関係

永田倶楽部 坂下倶楽部

愛国通信社 1 1

小樽新聞社 1

国民新聞社 1 1

注：記者クラブに登録があれば 1，なけれ
ば空欄とする。

図 3
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2つ共有しているのである。表 11−3は紐帯の有無のみならず，共有する記者

クラブの数を「重み」として加えている。逆に，小樽新聞社は永田倶楽部を介

してのみ各社と関係をもつため，共有する記者クラブの数は表 11−3において

も 1である。図 3は表 11−3を描いたグラフである。いずれかの記者クラブを

介して 3社は結びつきをもつ。よって，紐帯を表す線は 3社ともに引かれてい

る。ただし，共有する記者クラブの数は異なる。「重み」は数字で紐帯の横に

示されている。

表 12は各社のもつ紐帯の最大強度を示している。共有する記者クラブが 1

つのみである新聞通信社は，1925年版で 11社であり，全体の 20.4％を占めて

いる。記者クラブを 2つ共有する紐帯を，1つでももっている新聞通信社は 12

社，22.2％である。つまり，表 12で示す分布は，ある強度以下でしか結びつ

きをもたない新聞通信社の数を表している。

全体としてみれば，ほとんどの新聞通信社は強度 3以下の紐帯しかもってい

ないことがわかる。1929年版で，最大強度 1から 3の新聞通信社は 37社で

52.1％であり，30年代前半は約 55％前後で推移するが，後半に入ると 60％

を超える。38年版で最大強度 1の新聞通信社は 40社もあり，35.4％が 1つの

記者クラブでのみ接触をもつ結びつきしか構築していないのである。

一方で，10以上の記者クラブを共有する強固な紐帯も存在する。そのよう

な結びつきを 1つ以上もつ新聞通信社は，1925年版で 12社，22.2％ を占め

る。しかし，29年版で強度 10以上の紐帯をもつ新聞通信社は，全体の 16.9％

となり 20％を下回り，30年代前半に 12.8から 14.3％のあいだを推移したあ

と，36年版で 8.1％となって 10％を切ってしまう。このように，限られた新

聞通信社のみが強い結びつきを構築しえた。そして，時が進むにつれますます

希少な存在となっていったのである。

では，いかなる新聞通信社がそれに該当するのか。表 13 はその内訳であ

る。東京朝日新聞社，東京日日新聞社，読売新聞社，中外商業新報社，報知新

聞社，都新聞社の 6社は一貫して強固なネットワークに参加している。国民新

聞社と時事新報社，そして日本電報通信社と新聞連合社，30年代後半に成立
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表 12 共有する記者クラブ数による紐帯の最大強度

1925 1926 1927 1928 1929

強度 社数 ％ 強度 社数 ％ 強度 社数 ％ 強度 社数 ％ 強度 社数 ％
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13

11
12

3
4
5
4
1
1
1
3
2
4
3

20.4
22.2

5.6
7.4
9.3
7.4
1.9
1.9
1.9
5.6
3.7
7.4
5.6

1
2
3
4
5
6
7
8

10
11
12
13
14
16

14
9
3
6
1
4
4
2
1
5
3
2
2
2

24.1
15.5

5.2
10.3

1.7
6.9
6.9
3.4
1.7
8.6
5.2
3.4
3.4
3.4

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
17

11
8
1
6
2
6
3
5
1
2
1
3
2
3
2

19.6
14.3

1.8
10.7

3.6
10.7

5.4
8.9
1.8
3.6
1.8
5.4
3.6
5.4
3.6

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
12
13
14

11
10

7
3
6
2
2
1
5
1
1
8
2

18.6
16.9
11.9

5.1
10.2

3.4
3.4
1.7
8.5
1.7
1.7

13.6
3.4

1
2
3
4
5
6
7
8
9

11
12
13
15

22
10

5
5
6
1
4
2
4
2
2
5
3

31.0
14.1

7.0
7.0
8.5
1.4
5.6
2.8
5.6
2.8
2.8
7.0
4.2

計 54 100 計 58 100 計 56 100 計 59 100 計 71 100

1930 1931 1932 1933 1934

1
2
3
4
5
6
7
8
9

13
14
15

17
16
10

3
9
5
2
1
1
3
3
4

23.0
21.6
13.5

4.1
12.2

6.8
2.7
1.4
1.4
4.1
4.1
5.4

1
2
3
4
5
6
7
8
9

14
15
16

16
11
10

8
5
4
3
2
2
4
4
2

22.5
15.5
14.1
11.3

7.0
5.6
4.2
2.8
2.8
5.6
5.6
2.8

1
2
3
4
5
6
7
8

10
14
15
16
17

19
14
10

6
9
2
5
1
1
1
2
5
2

24.7
18.2
13.0

7.8
11.7

2.6
6.5
1.3
1.3
1.3
2.6
6.5
2.6

1
2
3
4
5
6
7
9

12
13
14
15
16

20
12
11
10

8
1
3
1
1
2
1
4
3

26.0
15.6
14.3
13.0
10.4

1.3
3.9
1.3
1.3
2.6
1.3
5.2
3.9

1
2
3
4
5
6
7
9

10
15
16

22
13
13

7
8
4
7
1
1
3
7

25.6
15.1
15.1

8.1
9.3
4.7
8.1
1.2
1.2
3.5
8.1

計 74 100 計 71 100 計 77 100 計 77 100 計 86 100

1935 1936 1937 1938

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
14
15
16

23
21
11

7
5
7
4
3
1
1
1
1
8

24.7
22.6
11.8

7.5
5.4
7.5
4.3
3.2
1.1
1.1
1.1
1.1
8.6

1
2
3
4
5
6
7
8

14
15

31
17
14
11

8
5
2
3
4
4

31.3
17.2
14.1
11.1

8.1
5.1
2.0
3.0
4.0
4.0

1
2
3
4
5
6
7
8
9

15
17

37
22
14

8
9
7
4
3
2
5
2

32.7
19.5
12.4

7.1
8.0
6.2
3.5
2.7
1.8
4.4
1.8

1
2
3
4
5
6
7
8
9

11
16
17
18
19

40
15
14
13

6
7
1
5
4
1
2
2
1
2

35.4
13.3
12.4
11.5

5.3
6.2
0.9
4.4
3.5
0.9
1.8
1.8
0.9
1.8

計 93 100 計 99 100 計 113 100 計 113 100
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する同盟通信社を加えると，これらは戦前日本における主要な新聞通信社と考

えてよい。東京毎夕新聞社を除けば，左下に見えるのは，朝報社や帝国通信社

など 30年代まで紐帯の強度を維持できなかった新聞通信社である。

ただし，図 4に見るように，強固な紐帯はすべての社に結ばれるのではな

い（3）。図 4は 1925年版を例に，各社のもつ紐帯のなかで，10以上の記者クラ

ブを共有する紐帯のみ表したものである。10未満の紐帯はすべて削除してい

る。たとえば，中央新聞社は報知新聞社とのみ 10以上の記者クラブを共有し

ている。ただし，ほかの新聞通信社と関係がないわけではない。10未満の紐

帯では各社とつながりもつが，図 4では描かれていない。同様に，東京朝日新

聞社も各社と記者クラブを共有しているが，10 以上の強度は東京日日新聞

社，中外商業新報社とのみ保たれている。

いずれにせよ，主要な新聞通信社は互いに多数の記者クラブを共有しあう関

係にある。一方，多くの新聞通信社は 1, 2の記者クラブのみを共有する関係

にあり，戦前日本の記者クラブに 2層の構造があることを示している。

表 13 強度 10以上の紐帯をもつ新聞社

1925 1926 1927 1928 1929 1930 1931 1932 1933 1934 1935 1936 1937 1938

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民
時事

毎夕
萬朝

やまと
中央

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民
時事
電通

毎夕
萬朝
二六
帝通
やまと
中央

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民
時事
電通

萬朝
二六
帝通

日通

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民
時事
電通
新連

萬朝

帝通

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民
時事
電通
新連

二六

新愛知

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民
時事
電通
新連

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民
時事
電通
新連

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民
時事
電通
新連

毎夕

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民
時事
電通
新連

毎夕

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民
時事
電通
新連

毎夕

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民
時事
電通
新連

毎夕

東朝
東日
読売
中外
報知
都

時事

同盟

東朝
東日
読売
中外
報知
都

同盟

東朝
東日
読売
中外
報知
都
国民

同盟
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中央中央

報知報知

時事時事

東日東日

東朝東朝
中外商業中外商業

やまとやまと

毎夕毎夕

都都

国民国民

萬朝萬朝

読売読売

5．お わ り に

戦前の記者クラブを，完成された組織と捉えることは早計である。1920年

代後半から 30年代にかけ，数多くの新聞通信社が参入し，わずか 13年のうち

に約 2倍の多様性をもつようになった。登録記者数の変動はさらに大きく 2.8

倍に及んでいる。結論としてまず指摘せねばならないのは，急速な変化であ

る。また，東京日日新聞社と東京朝日新聞社は，登録記者数の約 20％を掌握

するにいたり，上位 10社が占める割合も年を追うごとに増えていった。つま

り，新聞通信社間が取材体制においてますます格差を広げる過程でもあった。

このような多様性の増大，人的資源の記者クラブにおける蓄積は，政府にと

って，また新聞通信社の幹部にとって見過ごせないものであったろう。登録記

者数を増やすことは，大手新聞通信社の記者クラブへの依存を示す。その半

面，編集幹部において，現場に対する統制の欲求も高まったのではないだろう

か。また，加盟社の多様性が記者の質を左右し，政府による全体の統制を難し

図 4 1925年版

戦前の記者クラブに対する数量的分析

―９１ ―



くしたとも考えられる。

では，その構造はいかなるものであったか。他社との結びつきを示す次数に

ついて，上位 10社は中小の新聞通信社で占められていた。必ずしも大手の新

聞通信社が多様な他社と紐帯をもつわけではない。むしろ，二六新報社や東京

毎夕新聞社，東京夕刊新報社，通信社では自由通信社や日本通信社などが，他

社とのあいだに多くの結びつきを保ち，多様な情報経路をもっていたことがわ

かる。もっとも，実際に情報が交換されたどうかは不明である。また，競合他

社の位置づけを構造上に示すものであると考えることもできる。

さらに本稿では，共有する記者クラブ数により紐帯の強度を明らかにした。

10以上の記者クラブを共有する関係は特定の新聞通信社に偏りをもつ。一貫

して該当する 6社は，いずれも戦前日本における主要な新聞通信社であった。

一方，強度 3以下の紐帯しかもたない数多くの新聞通信社が存在し，戦前の記

者クラブが平板な構造ではないことが示された。

以上，戦前の記者クラブについて全体像を把握するよう努めた。戦前の記者

クラブは変化の激しい組織であり，安定した制度ではない。また，大手と中小

のあいだに構造的な違いがある。なお，記者クラブの急速な変化が政府や編集

幹部に及ぼした影響，あるいは大手新聞通信社の構造と戦時下における整理統

合との連続性など，今後の課題としたい。

注

盧 36社の内訳は次のとおりである。東京朝日新聞，東京日日新聞，読売新聞，中外

商業新報，報知新聞，国民新聞，都新聞，東京毎日新聞，中央新聞，萬朝報，二

六新報，日本，やまと新聞，東京毎夕新聞，東京夕刊新報，The Japan Times，東

京大勢新聞，運輸日報，新愛知，名古屋新聞，小樽新聞，台湾日日新報，愛国通

信，東京時事通信，自由通信，千代田通信，中央通信，昼夜通信，朝野通信，帝

国通信，東京興信所，東京通信，東洋通信，独立通信，日本通信，豊国通信。

盪 例として，記者クラブ数を 4つに絞って説明している。実際には，ほかの記者ク

ラブを介して関係をもつ。

蘯 1927年版の二六新報社と日本通信社，29年版の二六新報社と新愛知社は，10以

上の記者クラブを共有するが，この強度による他社との結びつきはない。

戦前の記者クラブに対する数量的分析

―９２ ―



引用・参考文献

新井直之（1979）『ジャーナリズム－いま何が問われているか』東洋経済新報社

有山輝雄（1995）『近代日本ジャーナリズムの構造－大阪朝日新聞白虹事件前後』東

京出版

藤井継男（1968）「記者クラブの歴史－その発生と成長」新聞取材研究会編『新聞の

取材（下）』日本新聞協会

森暢平（2006）「昭和戦前期の記者倶楽部－新聞企業化への抵抗と限界」『成城文藝』

197号

森暢平（2007）「戦時期の記者倶楽部再編」『成城文藝』200号

佐々木隆（1999）『メディアと権力』中央公論新社

新聞研究所編（1931）「府県別及社別実況」『日本新聞年鑑』昭和 7年版

新聞研究所編（1933）「府県別及社別実況」『日本新聞年鑑』昭和 9年版

鈴木和枝（1988）「記者クラブ発達史［ノート］－取材源との関係はどう変わったか」

『法学セミナー増刊』39号

鉄如意禅（1911）「新聞記者去勢術」『新公論』26巻 4号

山本武利（1990）『新聞記者の誕生－日本のメディアをつくった人びと』新曜社

安田雪（2001）『実践ネットワーク分析－関係を解く理論と技法』新曜社

戦前の記者クラブに対する数量的分析

―９３ ―



Quantitative Analysis of Kisha Clubs in Pre-War Japan :

Based on Japan Newspaper Annual

Yoshinori Kawasaki

The purpose of this paper is to quantitatively understand the complete image of
Kisha Clubs in pre-war Japan. The subject material includes the Kisha Clubs estab-
lished for the central bureaucracy from 1925 to 1938. In Pre-war Japan, Kisha Clubs
underwent rapid change in a short term. The number of companies joining them al-
most doubled in these 13 years. The number of reporters increased by a factor of
2.8, and most of them were employed in the top 10 companies. Although the major
companies didn’t necessarily build a lot of relations with the other companies, they
mutually shared the Kisha Clubs. Some medium-sized companies kept many ties by
the few sharing.
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